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適法な行為と３種類の法的責任

① 民事責任を生じさせないこと

損害賠償責任など

② 刑事責任を生じさせないこと

殺人罪･傷害罪･業務上過失致死傷罪･虚偽公
文書作成罪･証拠隠滅罪･医師法違反

③ 行政上の制裁が課されないこと

医師免許の取消し，医業の停止など



殺人，傷害，傷害致死，死体損壊
刑法199条【殺人】
人を殺した者は，死刑又は無期若しくは3年以上の懲役
に処する。

刑法204条【傷害】
人の身体を傷害した者は，10年以下の懲役又は30万円
以下の罰金若しくは科料に処する。

刑法205条【傷害致死】
身体を傷害し，よって人を死亡させた者は，2年以上の
有期懲役に処する。

刑法190条【死体損壊等】 死体、遺骨、遺髪又は棺に納
めてある物を損壊し、遺棄し、又は領得した者は、三
年以下の懲役に処する。



業務上過失致死傷，証拠隠滅

刑法211条【業務上過失致死傷等】
業務上必要な注意を怠り、よって人を死傷させた者
は、5年以下の懲役若しくは禁錮又は50万円以下の
罰金に処する。重大な過失により人を死傷させた者
も、同様とする。

刑法104条【証拠隠滅等】
他人の刑事事件に関する証拠を隠滅し、偽造し、若
しくは変造し、又は偽造若しくは変造の証拠を使用
した者は、2年以下の懲役又は20万円以下の罰金に
処する。



医師法
第17条 医師でなければ、医業をなしてはならない。

［医行為――医師が行うのでなければ保健衛生上危害を生
ずるおそれのある行為；業として行う――反復継続の意思を
持って行う］

第21条 医師は、死体又は妊娠4月以上の死産児を検案して
異状があると認めたときは、24時間以内に所轄警察署に
届け出なければならない。

第31条 次の各号のいずれかに該当する者は、3年以下の
懲役若しくは100万円以下の罰金に処し、又はこれを併科
する。

一 第17条の規定に違反した者（平成13年改正）
第33条の2 ・・・第20条から第22条まで・・・の規定に違反した
者は、50万円以下の罰金に処する。（平成13年改正）



医療における刑事責任

【刑事責任追及の謙抑性・補充性】

――刑事責任の追及は，民事責任の追及や
行政上の制裁では十分ではない場合にのみ用
いられるべきものとされる

――医療に関わる事件においては，これま
で刑事責任が追及されることは，とくに医師
については多くなかった。



医療における刑事責任
【和田心臓移植（1968年8月～10月）】

1968年8月8日未明，和田寿郎を主任教授とする札幌医科
大学胸部外科において，前日，小樽市の海岸で溺れ，市
内の病院に運び込まれた後，札幌医大に搬送された山口
義政の心臓が宮崎信夫に移植された。宮崎は，移植手術
後83日目の10月29日に死亡した。
この事件では，ドナーに対する救命処置の不十分さ，早
すぎる死の判定，［加えて，両親に対する心臓の提供の
強要］，レシピエントの移植の必要性に対する疑問，の
点から，双方に対する殺人，業務上過失致死の容疑で捜
査されたが，大掛かりな証拠隠滅，口裏合わせがあった
こともあって，証拠不十分のため不起訴処分とされた
（1970年9月）（参考文献･共同通信社社会部『凍れる心
臓』〔1998，共同通信社〕）。



医療における刑事責任
【富士見産婦人科事件】
1973,4年頃から1980年にかけて，医療法人芙蓉会（富士
見産婦人科を設営）理事長（非医師）が，入院費や検
査費を稼ぐために，子宮や卵巣が正常であるにかかわ
らず，「腐っている」「癌になる」などとでたらめな
診断で子宮摘出や卵巣摘出など不必要な手術について
承諾させ，医師も異を唱えずに日常的に子宮や卵巣を
摘出した事件。1980年に理事長は医師法（医師以外の
者による医業禁止）違反で逮捕され，90年に最高裁で
懲役1年6月執行猶予4年の有罪判決が確定した。患者た
ちは，乱診乱療について理事長と医師5人を傷害容疑で
告訴したが，不起訴となった。損害賠償請求訴訟は81
年に提訴，99年6月30日に東京地裁は患者勝訴の判決を
下した（2003.5.29.控訴棄却，勤務医4名上告中）。



医療における刑事責任

【東海大学付属病院安楽死事件(1991)】
多発性骨髄腫で，あと数日の命と診断された患者がいびきを

かくような荒い苦しそうな呼吸をするのを見かねた患者の

長男らが「苦しみから解放させてやり，早く家につれて帰り

たい」と執拗に要求したのに応えて，医師が患者に塩化カ
リウム（KCL）を静脈注射して，心停止により死亡させた。
横浜地裁は殺人罪の成立を肯定して，医師を懲役2年執行
猶予2年に処した（横浜地裁平成7年3月28日判決・確定）。
【広尾病院事件(1999)】
医師法違反，虚偽公文書作成，業務上過失致死傷



東京女子医大心臓手術事件
東京女子医科大学病院の心臓手術ミスで、群馬県高崎市の小学6
年生、Aさん（当時12歳）が死亡した事故で、東京地検は2002年7月19
日、人工心肺装置の操作を担当したX医師（38）を業務上過失致死罪
で、執刀したY医師（46）を証拠隠滅罪で起訴した（両医師は同年6月
28日に逮捕されていた）。Yは平成16.3.22，東京地裁で懲役1年執行
猶予3年の判決を受けた。
起訴状によると、X医師は2001年3月2日、心房中隔欠損症と肺動脈
弁狭さく症で入院していたAさんの手術を担当した際、人工心肺装置
の血液を吸引するポンプの回転数を、通常は1分間に40回なのに100
回以上に上げたため、血液の体外循環が正常にできなくなり、Aさん
に重大な脳障害を負わせて3日後に死亡させた。Y医師は、Aさんが
死亡した3月5日、Aさんの看護記録を自ら改ざんしたり、看護師長に
データを書き換えさせたりしたほか、臨床工学技士に虚偽の人工心
肺装置の作動記録を作成させるなどして、医療ミスの証拠を隠滅した。



慈恵医大青戸病院腹腔鏡手術事件：医師を起訴

ＮＨＫニュース速報 [2003-10-15]

東京慈恵会医科大学附属青戸病院で前立腺ガンの手術を受
けた男性が手術中に大量に出血して死亡した事件で、逮捕
された医師三人がきょう業務上過失致死の罪で起訴されまし
た。

起訴されたのは、東京・葛飾区にある東京慈恵会医科大学附
属青戸病院の泌尿器科の医師、斑目旬被告（38）、長谷川太
郎被告（34）、それに前田重孝被告（32）の3人です。 起訴状
によりますと、斑目医師らは去年11月、青戸病院で当時60才
の男性に前立腺ガンの摘出手術をした際、十分な技術や経
験がないのに無理に高度な手術をして男性を死亡させたとし
て、業務上過失致死の罪に問われています。



慈恵医大青戸病院腹腔鏡手術事件：医師を起訴

ＮＨＫニュース速報 [2003-10-15]【続き】

この手術は、内視鏡を体の中に入れてモニターを見ながら前

立腺を切り取る高度なもので、厚生労働省の高度先進医療

の対象にもなっていますが、斑目医師らは経験不足から静

脈の止血に手間取ったため、男性が出血多量で脳死状態

になったということです。

調べに対して、3人は「今回の手術方法に興味があり、手術

を成功させることで自分たちの名声と評判を高めたかった。

死亡した男性の家族には今回の手術の危険性をきちんと

説明してはいなかった」などと供述しているということです。



厚労省、慈恵大青戸病院医師を処分

朝日新聞ニュース速報 [2004-03-18]

東京慈恵会医大青戸病院で腹腔鏡手術を受けた男性が死亡

した事故で、厚生労働省は18日、業務上過失致死罪に問わ

れている斑目旬被告（38）ら公判中の医師2人と起訴猶予処

分になった上司の計3人について、業務停止2年から3カ月

の処分を決めた。医療過誤で刑事責任が確定する前に処

分したのは初めて。

業務停止2年は、執刀医だった斑目被告と、患者の主治医

だった長谷川太郎被告（34）。業務停止3カ月は、手術を許

可した元診療部長（53）で、2被告に対する監督責任がある

として、医療事故の当事者以外で初めて処分された。



厚労省、慈恵大青戸病院医師を処分

朝日新聞ニュース速報 [2004-03-18]【続き】

この医療事故で2被告とともに業務上過失致死罪に問われ、
公判で「大量出血して死亡するとは予見できなかった」と無
罪を主張した医師1人についても、厚労省は本人から事情を
聴いており、処分を検討している。

また、厚労省は、埼玉医大総合医療センターで2000年、抗が
ん剤を過剰投与し、女性患者（当時16）が死亡した事故で、
業務上過失致死罪で禁固2年、執行猶予3年の判決が昨年
3月に出て確定した元主治医の墨一郎医師（34）について、
業務停止3年6カ月の処分にした。同省によると、過去に医
療事故で有罪が確定した医師では、業務停止1年6カ月が
最も重い処分だという。



医師に対する刑事有罪判決（昭和60年以降）

①富山地高岡支判昭和61.2.3.医師／業務上過失致死，禁錮1年猶
予2年。

②東京地判昭和62.6.10.医師／業務上過失致死，禁錮1年2月猶予3
年。

③鹿児島地判平成1.10.6.医師／業務上過失致死，禁錮1年実刑；福
岡高宮崎支判平成2.9.13.医師／業務上過失致死，禁錮1年猶予
3年確定。

④山形地判平成2.2.14.医師／業務上過失傷害，禁錮8月猶予2年；
仙台高判2.12.6.控訴棄却確定。

⑤静岡地沼津支判平成5.11.25.医師／業務上過失致死，罰金20万
円；東京高判平成6.5.16.控訴棄却；最三小決平成7.7.14.上告棄却。

⑥甲府地判平成6.6.3.医師／業務上過失致死，禁錮10月猶予2年。
⑦横浜地判平成7.3.28.医師／安楽死殺人，懲役2年猶予2年確定。



医師に対する刑事有罪判決（昭和60年以降）
⑧東京地判平成13.8.30.院長／有印公文書偽造・医師法違反，懲役
1年執行猶予3年罰金2万円（都立広尾病院消毒剤点滴事件（平
15.5.19.控訴棄却，平16.4.13.上告棄却）。

⑨横浜地判平成13.9.20.医師／業務上過失傷害，罰金50～30万円
（看護婦，禁錮1年執行猶予3年）；東京高判平成15.3.25.医師，罰
金50万円（看護婦，罰金50万円）（横浜市立大病院患者取違え事
件）。

⑩広島地判平成15.3.12.研修医／業務上過失傷害，罰金20万円（術
後管理の過失）。

⑪さいたま地判平成15.3.20.主治医／業務上過失致死，禁錮2年執
行猶予3年（埼玉医大抗がん剤過剰投与事件）。耳鼻咽喉科長教
授に罰金20万円，指導医に罰金30万円；東京高裁15.12.24.教授
に禁錮1年執行猶予3年（上告），指導医同1年6月同3年。

⑫東京地裁判決平成16.3.22.医師／証拠隠滅罪，懲役1年執行猶予
3年（女子医大カルテ改竄事件）。



医療に関わる刑法問題

外科手術で人体にメスを入れること（傷害行
為）はなぜ許されるか？

移植用臓器の摘出（生体からの摘出であれば傷
害行為，死体からの摘出であれば死体損壊行
為）はなぜ許されるか？

人工妊娠中絶は刑法で禁じられている堕胎にあ
たるのではないのか？

安楽死は許されるのか？



ある行為が犯罪として刑罰を
科されるための要件

【構成要件該当】

①その行為が犯罪の構成要件に該当すること

【違法性】

②その行為が違法であること

【有責性】

③その行為について有責であること



犯罪構成要件に該当すること

【罪刑法定主義】
どのような行為が処罰されるか，およびその場合，ど
のような刑罰が科されるかは，行為前に制定･公布さ
れた法律によって定められていなければならない。
フランス人権宣言8条（1789）「何人も，犯罪に先立っ
て制定され，公布され，かつ適法に適用された法律
によるのでなれば，処罰されない。」
【犯罪構成要件】
犯罪の類型として法律に規定された違法･有責な行為の
類型。違法･有責な行為の類型であるから，それに該
当すれば，行為の違法性･有責性があるものと推定さ
れる。



ある行為が犯罪として
刑罰を科されるための要件

【構成要件該当】

①その行為が犯罪の構成要件に該当すること

【違法であること――行為が，法秩序に反し，法益を
侵害すること】

②その行為の違法性が阻却（否定）されないこと

【有責であること――行為が行為者に責任を問うこと
のできるもの（非難可能性がある――行為者が他の
行為を行うことが可能であったにもかかわらず，あ
えて犯罪行為を行った，といえる）でなければ刑罰
は科されない】

③その行為について有責性が阻却されないこと



違法であること――違法性阻却事由がないこと
【刑法の定める違法性阻却事由】

35条【正当行為】 法令又は正当な業務による行為は、罰しない。

36条【正当防衛】 ① 急迫不正の侵害に対して、自己又は他人の権利
を防衛するため、やむを得ずにした行為は、罰しない。

② 防衛の程度を超えた行為は、情状により、その刑を減軽し、又は免
除することができる。

37条【緊急避難】 自己又は他人の生命、身体、自由又は財産に対する
現在の危難を避けるため、やむを得ずにした行為は、これによって生
じた害が避けようとした害の程度を超えなかった場合に限り、罰しな
い。ただし、その程度を超えた行為は、情状により、その刑を減軽し、
又は免除することができる。

【超法規的違法阻却事由】

刑法の条文に規定されている場合だけでなく，実質的な違法性が欠け
ている場合にも犯罪が成立しないことが判例，学説で確立されている。



有責であること――責任阻却事由がないこと

【刑法の定める責任阻却事由】

第39条【心神喪失及び心神耗弱】
① 心神喪失者の行為は、罰しない。

② 心神耗弱者の行為は、その刑を減軽する。

第41条【責任年齢】 14歳に満たない者の行為は、
罰しない。



違法性阻却事由

外科手術――正当な業務による行為

生体からの移植用臓器の摘出――超法規的違法
性阻却（または正当行為として35条に含め
る）

死体からの移植用臓器の摘出――臓器移植法
（法令行為）

人工妊娠中絶――母体保護法（法令行為）

安楽死――超法規的違法性阻却（または正当行
為として35条に含める）



外科手術

外形的には傷害に該当するが，正当業務行為と
して違法性が阻却され処罰されない。

違法性が阻却される要件

①治療目的であること

②医学上の法則に従うこと――医療水準に適合
していること

③患者の同意があること――インフォームド・
コンセントの要件の充足



生体からの移植用臓器の摘出
外形的には傷害に該当する。しかし，以下の要件が満たされ
れば超法規的に違法性が阻却される（または，35条の正当
行為にあたる）。

①正当な目的のためになされること――他者の救命･健康の
回復

②法益の均衡がとれていること――患者の利益がドナーに対
する危険･不利益に優越するものであること

③相当な手段が用いられること――ドナーに対する危険･不
利益が小さい方法でなされること

④ドナーの同意があること

⑤必要な手続が尽くされていること（倫理委員会の承認等）



死体からの移植用臓器の摘出

外形的には死体損壊に該当する。しかし，「臓器の移植に

関する法律」の要件が満たされれば法令行為として違

法性が阻却される。

◆臓器の移植に関する法律（平成9年7月16日公布）（以下

では「臓器移植法」という。

これまでのもの（すでに廃止されている）として，

◆角膜移植に関する法律（昭和33年4月17日公布）

◆角膜及び腎臓の移植に関する法律（昭和54年12月18日

公布）



臓器移植法の適用範囲

(1) 死体から摘出された心臓，肺，肝臓，腎臓，膵
臓，小腸，眼球を用いる移植（ただし，11条の臓器
売買の禁止はすべての臓器移植に及ぶ）。

(2) 本法の適用がない移植など

①生体から摘出される臓器・組織を利用する移植
（例・腎移植，肺移植，肝移植，骨髄移植，輸血）

②死体から摘出される組織（例・皮膚，血管，心臓弁，
骨，膵島）の移植（→ガイドライン第11 ６）

③細胞・組織を原材料とする医薬品等の製造のための
細胞・組織の採取・利用



臓器移植法第６条第１項

① 医師は，死亡した者が生存中に臓器を移植
術に使用されるために提供する意思を書面に
より表示している場合であって，その旨の告
知を受けた遺族が当該臓器の摘出を拒まない
とき又は遺族がないときは，この法律に基づ
き，移植術に使用されるための臓器を，死体
（脳死した者の身体を含む。以下同じ。）か
ら摘出することができる。



臓器移植法第６条第２項第３項

② 前項に規定する『脳死した者の身体』とは、その
身体から移植術に使用されるための臓器が摘出され
ることとなる者であって脳幹を含む全脳の機能が不
可逆的に停止するに至ったと判定されたものの身体
をいう。
③ 臓器の摘出に係る前項の判定は、当該者が第１項
に規定する意思の表示に併せて前項による判定に従
う意思を書面により表示している場合であって、そ
の旨の告知を受けたその者の家族が当該判定を拒ま
ないとき又は家族がないときに限り、行うことがで
きる。



死体からの移植用臓器の摘出要件

①本人の，提供意思の，書面による表示（ド

ナーカード→臓器提供意思表示カード→運転

免許証，健康保険証へのシール）

②①の意思を知らされた遺族が摘出を拒まない

こと（または遺族がないこと――遺族がない

場合については以下では省略する）



脳死の判定の要件

③本人の，脳死判定に従うという意思の，

書面による表示

④③の意思を知らされた家族が脳死判定

を拒まないこと



死体からの移植用臓器の摘出要件

死体から移植用臓器を摘出するためには，本人の臓器提供
意思の表示があることが不可欠

例外として附則４条第１項（心臓死体／眼球・腎臓の摘
出）

「医師は、当分の間、第６条第１項に規定する場合のほか、
死亡した者が生存中に眼球又は腎臓を移植術に使用され
るために提供する意思を書面により表示している場合及
び当該意思がないことを表示している場合以外の場合で
あって、遺族が当該眼球又は腎臓の摘出について書面に
より承諾しているときにおいても、移植術に使用される
ための眼球又は腎臓を、同条第二項の脳死した者の身体
以外の死体から摘出することができる。」



臓器提供の意思表示
提供意思の表示をなしうる者

ガイドライン第１ 書面による意思表示ができる年齢等に
関する事項

「臓器の移植に関する法律……における臓器提供に係る意
思表示の有効性について、年齢等により画一的に判断す
ることは難しいと考えるが、民法上の遺言可能年齢等を
参考として、法の運用に当たっては、15歳以上の者の意
思表示を有効なものとして取り扱うこと。……患者が知
的障害者等であることが判明した場合においては、当面、
法に基づく脳死判定は見合わせること。」

臓器を縮小して移植することが不可能な心臓などについて
は小児の患者への移植ができない。



人工妊娠中絶
医師が行う中絶手術は，外形的には業務上堕胎に該当
する。しかし，「母体保護法」の要件が満たされれ
ば法令行為として違法性が阻却される。

【業務上堕胎及び同致死傷】

刑法第214条 医師、助産婦、薬剤師又は医薬品販売
業者が女子の嘱託を受け、又はその承諾を得て堕胎
させたときは、3月以上5年以下の懲役に処する。
よって女子を死傷させたときは、6月以上7年以下の
懲役に処する。



母体保護法

第1条【この法律の目的】 この法律は，不妊手術及
び人工妊娠中絶に関する事項を定めること等により，
母性の生命健康を保護することを目的とする。

第2条【定義】 ① この法律で不妊手術とは，生殖
腺を除去することなしに，生殖を不能にする手術で
命令をもつて定めるものをいう。
② この法律で人工妊娠中絶とは，胎児が，母体外
において，生命を保続することのできない時期に，
人工的に，胎児及びその附属物を母体外に排出する
ことをいう。



母体保護法
第14条【医師の認定による人工妊娠中絶】 ① 都道
府県の区域を単位として認定された社団法人たる医師
会の指定する医師（以下「指定医師」という。）は，
次の各号の一に該当する者に対して，本人及び配偶者
の同意を得て，人工妊娠中絶を行うことができる。
一 妊娠の継続又は分娩が身体的又は経済的理由に
より母体の健康を著しく害するおそれのあるもの
二 暴行若しくは脅迫によつて又は抵抗若しくは拒
絶することができない間に姦淫されて妊娠したもの
② 前項の同意は，配偶者が知れないとき若しくはそ
の意思を表示することができないとき又は妊娠後に配
偶者がなくなつたときには本人の同意だけで足りる。



安楽死
外形的には，殺人または同意殺人（嘱託殺人）に該当
する。しかし，判例は一定の要件が満たされれば違
法性が阻却されると述べてきた。

刑法199条【殺人】
人を殺した者は，死刑又は無期若しくは3年以上の
懲役に処する。

刑法202条【自殺関与及び同意殺人】 人を教唆し若
しくは幇助して自殺させ、又は人をその嘱託を受け
若しくはその承諾を得て殺した者は、6月以上7年以
下の懲役又は禁錮に処する。



名古屋高裁昭和37年12月22日判決

脳溢血の再発で全身不随となり，衰弱がひどく，少し

でも動かすと激痛を訴え，しばしば発作に苦悶し，

「殺してくれ」などと叫ぶ父親（医師からあと7日
か10日の命と伝えられていた）が飲むように，早朝
配達の牛乳に有機燐殺虫剤を混入したところ，事情

を知らない母親がそれを父親に飲ませたため，父親

は死亡した。名古屋高裁はこれを嘱託殺人罪とした

上で，以下のように判示し，懲役1年執行猶予3年に
処した。



名古屋高裁昭和37年12月22日判決

「行為の違法性を阻却すべき場合の一として、いわゆる安楽死を
認めるべきか否かについては、論議の存するところであるが、
それはなんといつても、人為的に至尊なるべき人命を絶つので
あるから、つぎのような厳しい要件のもとにのみ、これを是認し
うるにとどまるであろう。（１）病者が現代医学の知識と技術から
みて不治の病に冒され、しかもその死が目前に迫つていること、
（２）病者の苦痛が甚しく、何人も真にこれを見るに忍びない程
度のものなること、（３）もつぱら病者の死苦の緩和の目的でな
されたこと、（４）病者の意識がなお明瞭であつて意思を表明で
きる場合には、本人の真摯な嘱託又は承諾のあること、（５）医
師の手によることを本則とし、これにより得ない場合には医師
によりえない首肯するに足る特別な事情があること、（６）その
方法が倫理的にも妥当なものとして認容しうるものなること。」



「これらの要件がすべて充されるのでなければ、安楽死としてそ
の行為の違法性までも否定しうるものではないと解すべきであろ
う。本件についてこれをみるに、前にのべたように、被告人の父深
一は不治の病に冒され命脉すでに旦夕に迫つていたと認められ
ること。深一は身体を動かすたびに襲われる激痛と、しやくりの発
作で死にまさる苦しみに喘いでおり、真に見るに忍びないもので
あつたこと。被告人の本件所為は父深一をその苦しみからすくう
ためになされたことはすべて前記のとおりであるから、安楽死の
右（１）ないし（３）の要件を充足していることは疑ないが、（４）の点
はしばらくおくとしても、医師の手によることを得なかつたなんら首
肯するに足る特別の事情が認められないことと、その手段として
採られたのが病人に飲ませる牛乳に有機燐殺虫剤を混入すると
いうような、倫理的に認容しがたい方法なることの二点において、
右の（５）、（６）の要件を欠如し、被告人の本件所為が安楽死とし
て違法性を阻却するに足るものでないことは多言を要しない。」



横浜地裁平成7年3月28日判決

「医師による末期患者に対する致死行為が，積極

的安楽死として許容されるための要件をまとめ

てみると，①患者が耐えがたい肉体的苦痛に苦

しんでいること，②患者は死が避けられず，その

死期が迫っていること，③患者の肉体的苦痛を

除去･緩和するために方法を尽くし他に代替手

段がないこと，④生命の短縮を承諾する患者の

明示の意思表示があること，ということになる。」



「KCLの注射については，その除去･緩和の対象となったいび
きあるいはその原因である荒い呼吸は，到底耐えがたい肉体
的苦痛とはいえないのみならず，そうしたものの除去･緩和を
頼まれ，それを受けて右注射を行った時点では，そもそも患者
は意識を失い疼痛反応もなく何ら肉体的苦痛を覚える状態に
はなかったのであるから，安楽死の前提となる除去･緩和され
るべき肉体的苦痛は存在しなかったのである。したがってまた，
肉体的苦痛を除去するため，医療上の他の手段が尽くされた
とか，他に代替手段がなく死に致すしか方法がなかったともい
えないのである。さらに，積極的安楽死を行うのに必要な患者
本人の意思表示が欠けていたことも明白である。したがっ
て，・・・KCLを注射して患者を死に致した行為は，いずれにし
ても，積極的安楽死としての許容要件を満たすものではな
かったといえる。」
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